
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

更新日：

トラック・バス・タクシーの県内年間事故件数(トラックには軽ト
ラックを含む)

各事業所における事故防止対策、安全運行管理等が十分機能していない。

各事業所において、次の取組をさらに推進する必要がある。
○運転者に対する再教育の充実
○安全運転管理体制の強化
○交通労働災害の防止
○車両の安全性の確保

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

　 2016/12/12 17:48

・課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既存の事業説明資料などを活用し、効率
的・効果的に行ってください。
・上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいように、「５．評価時点での現状→６．成果が
あったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れとなるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。

－

　トラック、バス、タクシーなど事業用車両事故は近年減少傾向にあったが、平成27年は一転増加とな
り、事故発生件数68件、死者２人、負傷者数90人とすべて前年を上回った。

６.成果があったこと（改善されたこと）
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事務事業評価シート

目
的

（１）対象 トラック・バス・タクシーの運輸事業者団体

（２）意図 交通安全対策、旅客又は貨物輸送サービスの改善・向上、環境対策などに取り組む。

公益社団法人島根県トラック協会、松江市交通局、一般社団法人島根県旅客自動車協会に対して助成を行い、トラック、バス、タクシー等の県内年間事故件数の減
少に寄与する。
【主な助成目的】
　○旅客又は貨物輸送の安全確保　○旅客又は貨物輸送におけるサービスの改善・向上　○公害防止や地球温暖化防止等の環境保全　○経営の安定化　等

評価実施年度： 平成２８年度

28年度 29年度

60.0 60.0

事務事業の名称 運輸事業振興助成事業

事務事業担当課長 交通対策課長　田中　浩史 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅱ－１－５
交通安全対策の推進

トラック・バス等の事故件数
目標値 60.0 60.0

30年度 31年度年度 27年度

本助成金の活用策として、交通事故防止策、環境対策などの働きかけを行った結果、トラック・バス・タクシー等の県内年間事故件数は年々減少傾向を示してきたが、
平成27年度になり一転増加となった　　　　平成27年：68件（対前年比+12件、21%増）

うち一般財源（千円） 119,488 117,537

達成率

68.0

％

件

実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 119,488 117,537

「運輸事業の振興の助成に関する法律」に基づく事業であり、交付金を活用することにより、自動車運行事業者の安全運行管理に関する研修の充実、運行管理や安全運
転に資する機器等の普及促進、事故防止に向けた外部専門家等による教育指導、運転手適正診断の受診等を推進する。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
○県と県トラック協会において、平成２５年４
月に「緊急・救援輸送等に関する協定」を締結
し、災害時における緊急・救援物資の輸送や、
物流の専門家の派遣など、災害時における対策
の強化を図った。
○県トラック協会では、輸送安全の確保やサー
ビス改善向上のための講習会、研修会等の実
施、交通安全PR看板設置・PR用品配布、公
害・地球温暖化防止に係る各種助成、適正化巡
回指導などに取り組んだ。
○島根県旅客自動車協会や松江市交通局では、
バス時刻表作成や、バス停時刻表作成、バス停
の整備、学校等へのバス券発券機設置など利用
者サービスの向上を図るとともに、エコドライ
ブ研修や低公害車導入助成事業など環境対策に
も寄与した。

－ － －

前年度実績 今年度計画
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